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１．平成19年３月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 1,856 20.6 157 26.0 141 14.0

17年９月中間期 1,539 － 124 － 124 －

18年３月期 3,365 339 333

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 80 14.3 6,336 94

17年９月中間期 70 － 30,147 03

18年３月期 193 14,688 91

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 12,672株 17年９月中間期 2,330株 18年３月期 11,650株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

④当社は平成18年2月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年3月3日付をもって株式1株につき5株の分割を行っております。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 1,792 1,169 65.3 91,038 75

17年９月中間期 1,150 625 54.4 268,481 97

18年３月期 1,375 748 54.4 62,355 89

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 12,850株 17年９月中間期 2,330株 18年３月期 11,650株

②期末自己株式数 18年９月中間期 －株 17年９月中間期 －株 18年３月期 －株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 3,678 344 199

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）15,554円94銭
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３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 － － － 2,000 － 2,000

19年３月期（実績） － － － － －
2,000

19年３月期（予想） － － － 2,000 －

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金  430,277   668,881    531,725   

２．受取手形 ※３ 11,972   10,506    45,951   

３．売掛金  390,567   451,666    453,660   

４．有価証券  －   300,000    －   

５．たな卸資産  27,900   30,124    25,499   

６．繰延税金資産  30,587   51,761    46,200   

７．その他  30,227   35,030    28,073   

貸倒引当金  △106   △412    △620   

流動資産合計   921,426 80.1  1,547,559 86.3 626,133  1,130,490 82.2

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産 ※１ 28,371   38,098    42,464   

２．無形固定資産  23,268   15,928    19,587   

３．投資その他の
資産

           

(1）関係会社株
式

 38,480   38,480    38,480   

(2）差入保証金  79,089   82,449    79,267   

(3）繰延税金資
産

 40,446   47,668    44,413   

(4）その他  19,659   23,076    21,260   

貸倒引当金  △674   △956    △717   

投資その他の
資産合計

 177,001   190,718    182,703   

固定資産合計   228,641 19.9  244,746 13.7 16,104  244,755 17.8

資産合計   1,150,068 100.0  1,792,306 100.0 642,238  1,375,246 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金  232,368   263,202    265,921   

２．短期借入金  20,000   －    －   

３．一年以内返済
予定の長期借
入金

 5,000   －    －   

４．未払金  43,014   67,371    73,821   

５．未払法人税等  49,680   74,801    86,509   

６．賞与引当金  46,188   64,000    46,188   

７．その他 ※２ 41,490   50,156    58,744   

流動負債合計   437,742 38.1  519,531 29.0 81,789  531,183 38.6

Ⅱ　固定負債            

１．退職給付引当
金

 25,762   32,226    28,416   

２．役員退職慰労
引当金

 61,000   70,700    67,200   

固定負債合計   86,762 7.5  102,926 5.7 16,163  95,616 7.0

負債合計   524,505 45.6  622,458 34.7 97,953  626,800 45.6

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   233,000 20.3  － － △233,000  233,000 16.9

Ⅱ　資本剰余金            

１．資本準備金  42,980   －    42,980   

資本剰余金合計   42,980 3.7  － － △42,980  42,980 3.1

Ⅲ　利益剰余金            

１．利益準備金  9,904   －    9,904   

２．中間（当期）
未処分利益

 339,678   －    462,561   

利益剰余金合計   349,582 30.4  － － △349,582  472,466 34.4

資本合計   625,562 54.4  － － △625,562  748,446 54.4

負債資本合計   1,150,068 100.0  － － △1,150,068  1,375,246 100.0

            

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１．資本金   － －  386,000 21.5 386,000  － －

２．資本剰余金            

 (1)資本準備金  －   276,380    －   

  資本剰余金合計   － －  276,380 15.4 276,380  － －

３．利益剰余金            

 (1)利益準備金  －   14,434    －   

 (2)その他の剰余
金

           

繰越利益剰余金  －   493,033   493,033 －   

  利益剰余金合計   － －  507,467 28.3 507,467  － －

 株主資本合計   － －  1,169,847 65.3 1,169,847  － －

 純資産合計   － －  1,169,847 65.3 1,169,847  － －

負債純資産合計   － －  1,792,306 100.0 1,792,306  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,539,096 100.0  1,856,904 100.0 317,807  3,365,545 100.0

Ⅱ　売上原価   819,060 53.2  980,337 52.8 161,276  1,786,897 53.1

売上総利益   720,036 46.8  876,566 47.2 156,530  1,578,647 46.9

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  595,229 38.7  719,277 38.7 124,047  1,238,703 36.8

営業利益   124,806 8.1  157,289 8.5 32,483  339,944 10.1

Ⅳ　営業外収益   119 0.0  274 0.0 155  300 0.0

Ⅴ　営業外費用   414 0.0  15,588 0.9 15,174  6,949 0.2

経常利益   124,511 8.1  141,975 7.6 17,464  333,295 9.9

Ⅵ　特別利益            

１．和解金  －   －    3,260   

２．貸倒引当金戻
入益

 310 310 0.0 10 10 0.0 △300 － 3,260 0.1

Ⅶ　特別損失            

１．固定資産除却
損

※２ － － － － － － － 213 213 0.0

税引前中間
（当期）純利
益

  124,821 8.1  141,985 7.6 17,164  336,342 10.0

法人税、住民
税及び事業税

 45,856   70,500    154,073   

法人税等調整
額

 8,722 54,578 3.5 △8,816 61,683 3.3 7,105 △10,856 143,217 4.3

中間（当期）
純利益

  70,242 4.6  80,301 4.3 10,059  193,125 5.7

前期繰越利益   269,435   －    269,435  

中間（当期）
未処分利益

  339,678   －    462,561  
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(3) 中間株主等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

純資産合計

資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高

　　　　　　  （千円）
233,000 42,980 472,466 748,446 748,446

中間会計期間中の変動額

新株の発行 153,000 233,400  386,400 386,400

剰余金の配当   △23,300 △23,300 △23,300

利益処分による役員賞与   △22,000 △22,000 △22,000

中間純利益   80,301 80,301 80,301

中間会計期間中の変動額

合計　　　 　　（千円）
153,000 233,400 35,001 421,401 421,401

平成18年９月30日残高

　　　　　　　（千円）
386,000 276,380 507,467 1,169,847 1,169,847
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

──────

　

 

子会社株式

　移動平均法に基づく原価法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法

 

子会社株式

同左

(1）有価証券

──────

 

 

子会社株式

同左

 (2）たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法

(2）たな卸資産

仕掛品

同左

(2）たな卸資産

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　15年

器具及び備品　３～15年

車両運搬具　　２～６年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えて、賞

与支給見込額の当中間会計期間の

負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えて、賞

与支給見込額の当事業年度の負担

額を計上しております。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職給

付債務の見込額に基づき計上して

おります。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しており

ます。

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく当中間

会計期間末の要支給額を計上して

おります。

 

 

 

 

 

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく当中間

会計期間末の要支給額を計上して

おります。

　なお、当社において当制度は平

成18年6月9日開催の取締役会に

おいて廃止となり、「役員退職慰

労引当金」は制度廃止日に在任し

ている役員に対する支給予定額で

あります。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく当事業

年度末の要支給額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準 (5）役員賞与引当金

──────

(5）役員賞与引当金

　役員賞与の支払に備えるため、

支給見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。

 

（会計方針の変更）

　役員賞与については、従来、利

益処分により利益剰余金の減少と

して処理しておりましたが、当中

間会計期間から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4

号　平成17年11月29日)を適用し、

発生した会計期間の費用として処

理しております。

　これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益はそれぞ

れ11,000千円減少しております。

(5）役員賞与引当金

──────

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用方針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。

─────  （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用方針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。

────── 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号　平成17年12月9日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月9日)を適用しております。これによ

る従来の資本の部に与える影響はありませ

ん。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

─────

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

17,906千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

27,015千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

21,030千円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的に重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

※２　消費税等の取扱い

同左
──────

──────

※３　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含まれておりま

す。

　受取手形　　　1,151千円 

──────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。

※１　主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。

※１　主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。

役員報酬 43,050千円

従業員給与手当 232,412千円

賞与引当金繰入額 43,993千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,200千円

退職給付費用 4,553千円

法定福利費 41,730千円

減価償却費 7,090千円

地代家賃 49,987千円

支払手数料 20,559千円

役員報酬 50,100千円

従業員給与手当 284,251千円

賞与引当金繰入額 58,303千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,500千円

役員賞与引当金繰入 11,000千円

退職給付費用 4,500千円

法定福利費 49,238千円

減価償却費 9,643千円

地代家賃 46,873千円

支払手数料 36,960千円

役員報酬 87,570千円

従業員給与手当 498,051千円

賞与 108,239千円

賞与引当金繰入額 43,993千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,400千円

退職給付費用 8,457千円

法定福利費 87,733千円

減価償却費 15,614千円

地代家賃 101,569千円

支払手数料 39,431千円

───── ───── ※２　固定資産除却損は、器具及び備品除却

損135千円、建物除却損77千円であります。

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 3,374千円

無形固定資産 3,715千円

有形固定資産 5,984千円

無形固定資産 3,658千円

有形固定資産 8,218千円

無形固定資産 7,396千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

　当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 　 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

器具及び
備品

10,888 3,698 7,190

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

器具及び
備品

21,037 8,210 12,826

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び
備品

17,997 5,582 12,415

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,805千円

１年超 4,437千円

合計 7,243千円

１年内 4,401千円

１年超 8,547千円

合計 12,948千円

１年内 3,926千円

１年超 8,576千円

合計 12,503千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失

支払リース料 1,287千円

減価償却費相当額 1,243千円

支払利息相当額 60千円

支払リース料 2,730千円

減価償却費相当額 2,628千円

支払利息相当額 135千円

支払リース料 3,250千円

減価償却費相当額 3,128千円

支払利息相当額 173千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし残存価額を

零にする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失ついて）

　リース資産に配分された減損損失はあ

りません。

（減損損失ついて）

同左

（減損損失ついて）

同左

②　有価証券

　前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）、当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至

　平成18年９月30日）及び前事業年度（自　平成17年４月１日　至平成18年３月31日）において、子会社株式で時価

のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 268,481円97銭

１株当たり中間純利

益金額
30,147円03銭

１株当たり純資産額 91,038円75銭

１株当たり中間純利

益金額
6,336円94銭

１株当たり純資産額 62,355円89銭

１株当たり当期純利

益金額
14,688円91銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益額
5,667円02銭

　当社は、平成18年3月3日付で株式1

株につき5株の株式分割を行っており

ます、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期間に

おける1株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 53,696円39銭

１株当たり中間純利

益金額
6,029円40銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権はあり

ますが、当事業年度以前においては当

社株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できませんので記載しておりま

せん。

　また、当社は、平成18年3月3日付で

株式1株につき5株の株式分割を行って

おります、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度に

おける1株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 49,166円98銭

１株当たり当期純利

益金額
12,712円02銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 70,242 80,301 193,125

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 22,000

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (22,000)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
70,242 80,301 171,125

期中平均株式数（株） 2,330 12,672 11,650

 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） － 1,498 －

 　　　（うち新株予約権） (－) (1,498) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

───── ─────

　旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規程に

基づき発行した新株予

約権１種類（新株予約

権の数1,995個）

－ 12 －



（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．当社は、商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき、平成17

年６月29日開催の第19回定時株主総

会及び平成17年10月15日開催の取締

役会においてストック・オプション

として新株予約権の発行を決議し、

平成17年11月15日付で発行しており

ます。

 ────── 　平成18年３月27日及び平成18年４月

７日開催の取締役会において、下記

のとおり新株式の発行を決議し、平

成18年４月27日に払込が完了いたし

ました。

　この結果、平成18年４月27日付で資

本金は386,000千円、発行済株式総

数は12,850株となっております。

(1）発行した新株予約権の数

400個

(2）新株予約権の目的となる株式の

種類及び数

普通株式　　400株

(3）新株予約権の発行価額

無償

(4）新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり　　564,000円

(5）新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額

発行価格　　　564,000円

資本組入額　　282,000円

(6）新株予約権の行使期間

平成19年７月１日から平成22

年６月30日

(7）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた

者（以下、「新株予約権者」

という。）は、権利行使時に

おいても、当社または当社子

会社の取締役、監査役及び従

業員の地位にあることを要す

るものとする。ただし、任期

満了による退任、定年退職の

場合は権利行使をなしうるも

のとする。

(1)　募集方法 ：一般募集

(ブックビルディング

方式による募集)

(2)　発行する

株式の種類

及び数

：普通株式  1,200株

(3)　発行価格 ：１株につき350,000円

一般募集はこの価格にて行いました。

(4)　引受価額 ：１株につき322,000円

   この価額は当社が引受人より１株

当たりの新株式払込金として受

取った金額であります。

   なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金とな

ります。

(5)　発行価額 ：１株につき255,000円

(資本組入額127,500円)

(6)　発行価額

の総額

： 　　306,000千円

(7)　払込金額

の総額

： 　  386,400千円

(8)　資本組入

額の総額

：　 　153,000千円

(9)　払込期日 ： 平成18年４月27日

(10) 配当起算

日

： 平成18年４月１日

(11) 資金の使

途

：設備投資として

260,000千円を充

当し残額を運転資

金に充当する予定

であります。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

②　新株予約権者が死亡した場合

は、新株予約権の相続を認め

ないものとする。

 ────── ────── 

③　その他の行使条件については、

株主総会決議及び新株予約権

発行に係る取締役会決議に基

づき、別途当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

(8）新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要するものとする。

２．当社は、平成18年２月10日開催の

取締役会において、当社株式の分割

を決議いたしました。

(1）平成18年３月３日をもって、普

通株式１株につき５株に分割しま

す。

①　分割により増加する株式数

普通株式とし、平成18年３月

２日最終の発行済株式総数に

４を乗じた株式数とする。

②　分割方法

普通株式とし、平成18年３月

２日最終の株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株

式数を、１株につき５株の割

合をもって分割する。

(2）配当起算日

平成17年10月１日

　当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当中間会計期

間における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。

当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資
産額

53,696円39銭

１株当たり純資
産額

49,166円98銭

１株当たり中間
純利益

6,029円40銭

１株当たり当期
純利益

12,712円02銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額
潜在株式が存在
しないため記載
しておりません。

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

同左
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